
　
障
が
い
の
あ
る
方
が
平
成
27
年

度
に
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
へ
新
規
に
求

職
を
申
し
込
み
し
た
件
数
は
18
万

７
１
９
８
件
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
を

通
じ
た
就
職
件
数
は
９
万
１
９
１

件
と
な
り
、
過
去
最
高
と
な
り
ま

し
た
。
就
職
率
も
48
・
２
％
と
６
年

連
続
で
上
昇
し
て
い
ま
す
が
、
障

が
い
の
あ
る
方
の
求
職
が
増
え
て

い
る
た
め
、
障
が
い
の
あ
る
方
の

雇
用
機
会
を
さ
ら
に
増
や
し
て
い

く
こ
と
が
重
要
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
平
成
27
年
６
月
１
日
現
在
で
、

約
45
万
人
が
雇
用
さ
れ
て
お
り
、

過
去
最
多
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の

動
き
を
止
め
る
こ
と
な
く
、誰
も
が
、

そ
の
能
力
と
適
性
に
応
じ
た
雇
用

の
場
に
就
き
、
自
立
し
た
生
活
を

送
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
な
社
会

の
実
現
を
目
指
し
て
、
さ
ま
ざ
ま

な
制
度
が
あ
り
ま
す
。
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度

度
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度
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新規求職申込件数

125,888

全　国 ハローワーク大曲・角館管内

就職件数

45,257

就職率

36.0％

新規求職申込件数

79

就職件数
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就職率

44.3％
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132,734 52,931 39.9％ 94 49 52.1％

148,358 59,367 40.0％ 114 63 55.3％

161,941 68,321 42.2％ 167 75 44.9％

169,522 77,883 45.9％ 179 83 46.4％

179,222 84,602 47.2％ 130 93 71.5％

187,198 90,191 48.2％ 136 94 69.1％

障
が
い
者
雇
用
の

支
援
制
度

ご
利
用
く
だ
さ
い

「
働
き
た
い
」障
が
い
の
あ
る
方
も　

「
雇
用
し
た
い
」事
業
主
の
方
も

　

人
が
働
く
理
由
は
い
く
つ
も
あ
り
ま
す
。

　
「
収
入
の
た
め
」、「
自
己
実
現
の
た
め
」、そ
し
て
「
社
会
に
役
立
つ
た
め
」。

　

そ
れ
は
、
障
が
い
の
あ
る
人
も
な
い
人
も
変
わ
り
ま
せ
ん
。
障
が
い
の

あ
る
方
の
就
労
は
、
近
年
急
速
に
増
え
て
い
ま
す
。

　

誰
も
が
職
業
を
通
じ
、
誇
り
を
も
っ
て
自
立
し
た
生
活
を
送
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
、
次
の
よ
う
な
支
援
の
仕
組
み
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
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雇用者数は
過去最高を更新

障がいの
ある方の
就労状況
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障害者就労
支援チーム

就
職
を
希
望
す
る

障
が
い
者

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

企
業

支援の
希望・提案

チ
ー
ム
構
成
員
が

連
携
し
て
支
援

トライアル雇用（障害者
試行雇用支援事業）就

労
支
援
計
画
の
作
成

ハローワーク

福祉施設など

支援団体・専門機関
・障がい者団体
・地域障害者職業センター
・障害者雇用支援センター
・職業能力開発校
・福祉事務所　など

就職

・職
場
に
定
着

・職
場
生
活
の
安
定

（管理監督者・人事担当者）

安定した職業生活を
送るための家族の
関わり方に
関する助言

家族

上司・同僚

障がい者

事業主

就職に向けた取組み

福祉施設などでの訓練と
事務所での実習を
組み合わせた

「組合せ実習」も活用

職場定着支援
就業生活支援

督者・人事担当者）

安安安安安定した職
送送送るための
関わり方に
関する助言

家家家家族

上司・同同僚僚僚

業主

ジョブ
コーチ

●障がいの理解に係る社内啓発
●障がい者との関わり方に
　関する助言
●指導方法に関する助言

●作業遂行力の向上支援
●職場内コミュニケーション
　能力の向上支援
●健康管理・生活リズムの
　構築支援

●障がい特性に
　配慮した
　雇用管理に
　関する助言
●配慮、職務内容の
　設定に関する助言

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

新

就労支援
生活支援

　障がいのある方が自分の能力や適性
に合った就労ができるようにするため、
ハローワークが中心となり福祉施設、支
援団体などと連携・協力し、「障害者就
労支援チーム」による、就職の準備段階
から職場定着までの一貫した支援を実
施しています。

　障がいのある方の中には、仕事の経験
が乏しく、「どのような職種が向いてい
るかが分からない」「仕事に耐えられる
だろうか」といった不安を持っている方
も少なくありません。一方、障がいのあ
る方の雇用の取り組みが遅れている企
業などでは、障がい者雇用の知識・経験
がないために、雇い入れることに躊躇す
る面もあります。トライアル雇用では、
短期の試用雇用（トライアル雇用）で仕
事や職場を経験した後、一般雇用への移
行を促進します。

ハローワークが中心となり
就労から職場定着までを
支援（チーム支援）※図11

2

ジョブコーチ（職場適応援助者）による支援事業 ※図2
　障がいのある方が職場に適応できる
ようにするには、上司や同僚などの職
場の理解や協力も重要です。そのために、
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用
支援機構が各都道府県に設置・運営し
ている地域障害者職業センターなどで
は、障がいのある方が働く職場に「ジ
ョブコーチ（職場適応援助者）」が出向き、
支援を必要とする障がいのある方や事
業主との相談を通して職場の状況など
を充分把握したうえで支援計画を策定
し、それに基づいて支援を実施します。
　障がいのある方に対しては、「作業手
順を覚える」「作業のミスを防ぐ」など
の仕事に対応するための支援や、「質問
や報告を適切に行う」などの仕事をす
るうえで円滑にコミュニケーションを
とるための支援など、それぞれの課題
に応じた支援を行います。
　また、職場の上司や同僚による支援
（ナチュラルサポート）にスムーズに移
行できるよう、障がいのある方だけで
はなく、上司や同僚に対しても「障が
いを理解して適切な配慮をするための
助言」や「指導方法に対する助言」と

いった支援を行います。支援期間や頻
度は課題に応じて設定しますが、標準
的な期間は３カ月間程度です。

3

図１

図2
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